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専門研修募集定員をめぐる動き（第1回協議会からの経緯）

第1回 和歌山県医療対策協議会（8月31日開催）
【議題】 専門研修に関する和歌山県の意見（案）について
○「専門研修に関する和歌山県の意見（案）について」の協議を実施
・特別地域連携プログラム及び子育て支援加算に関する意見
・シーリングの算定方法の見直し 等
について国に意見することで了承

→ 意見書を厚生労働大臣あて提出（8月31日）

第3回 医道審議会医師分科会医師専門研修部会（9月11日開催）
令和6年度専攻医募集におけるシーリング案に対する厚生労働大臣から
日本専門医機構への意見・要請案について協議
・特別地域連携プログラムについて
・子育て支援について
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特別地域連携プログラムについて

連携先となる医師不足地域に偏りがあるため、遠方の都道府県が制度を利用することは現実的ではなく、また、
医師不足地域では医師が増えることになるが、専攻医が著しく多い東京都をはじめとした都市部も相当数増加
することが見込まれるため、専攻医の集中を是正するためのシーリングならば、都市部とその他の地域を区別して、
それぞれの算定方法を見直すとともに、今後も通常募集プログラム採用数の枠内で特別地域連携プログラム及
び子育て支援加算の定数を設定することのないようにし、地域医療に支障を来さない仕組みとすること

２．厚生労働大臣から日本専門医機構への意見・要請案

○特別地域連携プログラムについて、日本専門医機構及び対象の基本領域学会は、都道府県と協力し、医師
少数区域の一覧や、地域医療確保暫定特例水準を予定している施設一覧を活用し、連携施設の候補一覧を
作成、公表する等、研修プログラム基幹施設が特別地域連携プログラムの連携先を検討、設定しやすいよう
に配慮すること。

○特別地域連携プログラムにおいては、連携施設での医療提供体制の確保の観点から、必要に応じて、日本専
門医機構及び対象の基本領域学会が研修プログラム基幹施設及び連携施設と調整し、当該施設で毎年、
専攻医が途切れることなく研修できるよう配慮すること。

○日本専門医機構及び対象の基本領域学会は、特別地域連携プログラムの認定された連携先施設において１
年間以上の研修が実際に行われているか、定期的に確認を行い、適切に特別域連携プログラムを運用すること。

１．県から厚生労働大臣への意見（令和5年8月31日提出）
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子育て支援について

連携先となる医師不足地域に偏りがあるため、遠方の都道府県が制度を利用することは現実的ではなく、また、
医師不足地域では医師が増えることになるが、専攻医が著しく多い東京都をはじめとした都市部も相当数増加
することが見込まれるため、専攻医の集中を是正するためのシーリングならば、都市部とその他の地域を区別して、
それぞれの算定方法を見直すとともに、今後も通常募集プログラム採用数の枠内で特別地域連携プログラム及
び子育て支援加算の定数を設定することのないようにし、地域医療に支障を来さない仕組みとすること

２．厚生労働大臣から日本専門医機構への意見・要請案

【子育て支援について 】

○子育て支援についてはシーリングの対象となる医療機関以外にも、原則全ての医療機関が検討すべきことであ
ることから、各研修施設の基本的な施設要件とすること等、シーリング以外の評価手法も含めて適切に検討す
ること。

○その際、病院の規模や地域によって、子育て支援サービスの提供のし易さや方法が異なることから、その評価に
あたっては、医師不足地域や規模の小さい病院が不利にならないよう配慮すること。

○子育て支援の対象者については、子育て中の医師だけでなく、妊娠中の医師や子育てを支える医師等も対象
として検討すること。その際、例えば休暇や時短勤務を行う場合には、周りの医師の理解やサポートができる体
制構築の方法についても併せて検討すること。

【シーリングに関連した検討について 】

○シーリングに関連して子育て支援を検討する場合には、例えば、シーリング対象都道府県における各施設間での
子育て支援の評価に応じた枠数の移動等、既存のシーリングの枠内での調整とし、地域偏在を助長しない方
法で検討すること。

１．県から厚生労働大臣への意見（令和5年8月31日提出）【再掲】
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